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第 1 章  

 山都町有機農業推進計画策定の背景  
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1-1.山都町の地勢                             

山都町 は、阿 蘇カ ル デラの 南外輪 山の 南 麓一帯 と、九 州脊 梁 山地に 属す

る山岳 地帯を 町域 と してお り、 そ の面 積 は県内 の自治 体で  3 番目に 広い  

544.67 ㎢を 誇 る 。 町 の位置 が九州 島の ほ ぼ中央 にあた る こ と から「 九州の

へそ」 の町と して も 知られ ている 。ま た 、本町 は有明 海へ 注 ぐ「緑 川」と

日向灘 へ流れ る「 五 ヶ瀬川 」の源 流域 に あたり （それ ぞれ 一 級河川 ）、 分水

嶺を伴 って い る。 緑 川以南 は、九 州脊 梁 山地と なる山 岳地 帯 となり 、八代

市（五 家荘） や宮 崎 県椎葉 村とも 接し て いる。   

 

 

 

 

 

 

 

標高約  200ｍ～ 約  1,700ｍに位置 し、準 高 冷地の 気候で ある こ とから 、

都市部 にはな い魅 力 的な自 然の風 景が 広 がって いる。 また 、 町内を 流れる

河川は 一部で 峡谷 や 瀑布を 形成し 、古 く から景 勝地と して 知 られて いる。

特に九 州脊梁 山地 に あたる 一部は 、九 州 中央山 地国定 公園 及 び九州 中央山

地森林 生物遺 伝資 源 保存林 に指定 され て おり、 希少性 の高 い ブナや ナラ、

ミズナ ラ等の 原生 林 、国特 別天然 記念 物 である ニホン カモ シ カや、 国指定

天然記 念物の ゴイ シ ツバメ シジミ など の 豊かな 自然資 源が 維 持され てい

る。緑 川以北 にお い ては、 その地 質が 阿 蘇カル デラ起 源の 火 砕流堆 積物で

あるこ とから 、 清 ら かな水 資源を 育む 源 となっ ており 、本 町 一帯は 古くか

ら「米 どころ 」と し てその 名を知 られ て おり、 近年で は、 町 内各所 の棚田

が「日 本の棚 田百 選 」や「 国重要 文化 的 景観」 等とし て評 価 されて いる。  

これら には、 平野 部 では見 かけら れな く なった 「田ん ぼの 生 き物」 が良好

に保全 されて おり 、 豊かな 自然環 境の 広 がりと 食の安 全を 象 徴して いる。  

 

【 山 都 町 の 位 置 】  【 山 都 町 の 集 落 】  
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【 山 都 町 の 棚 田 】  【 通 潤 橋 前 の 稲 掛 干 し 】  
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1-2.山都町の有機農業の歴史                               

1961 年（昭 和 36 年 ）に制 定され た「 農 業基本 法」に より 全 国的に 農業

生産拡 大が図 られ た 。 本町 でも農 業基 本 法の基 に化学 肥料 の 使用、 農薬の

使用、 機械化 など が 進めら れ 生産 が増 大 してい った。 その 中 で安全 、安心

の作物 栽培を 目的 と して、 当時の 矢部 町 農業協 同組合 を中 心 に 1770 年代

に有機 農法を 栽培 の 基本と した生 産者 グ ループ が多く 発足 し た。そ の活動

が注目 され、 1977 年 （昭 和 52 年） には 「 第 3 回 全国 有機農 業 研究大 会」

が矢部 高校で 行わ れ た。そ の後も 有機 農 業の生 産者が 増え て いき、 有機農

業の技 術向上 のた め 生産技 術の共 有や 、 先進事 例の視 察な ど を自ら 行い有

機農業 の生産 技術 体 系を作 ってい った 。 また、 無農薬 、有 機 農業生 産者間

の交流 をはか り、 有 機農業 経営の 確立 を 目指し ながら 、有 機 農法を 普及

し、食 に携わ る人 や 消費者 の人た ちと の 距離を 近づけ てい く ことを 目的 と

して、2003 年 （平 成 15 年）に 「矢 部 町有 機農業 協議会 」が 発 足、 2005 年

（平 成 17 年） の町 村 合併に より「 山都 町 有機農 業協議 会」 に 改称し た。山

都町有 機農業 協議 会 が 生産 者グル ープ 間 の連携 構築の 母体 と なり、 有機農

業推進 の役割 を果 た してき た。  

有機農 産物の 生産 地 として 多くの 売り 先 に 出荷 し、消 費者 と の交流 を長

年にわ たり続 けて い った成 果もあ り「 山 都町は 有機農 業が 盛 ん であ る」と

いうこ とが他 地域 に も知ら れるよ うに な って き た。  

また、2011 年 （平 成 23 年）の 東日 本大震 災など をきっ かけ に 有機農 業

新規就 農希望 者が 山 都町で 就農す る事 例 が増え 、新規 就農 者 の販売 支援と

して研 修を受 入れ た 生産者 を中心 に株 式 会社を 設立し 、多 く の新規 就農者

の売り 先確保 を行 っ た。 現 在では 既存 の 有機農 業生産 者 と 移 住して 有機農

業を行 ってい る 生 産 者が 一 緒にな って 農 業生産 を行 い 、2018 年 (平成 30

年 )には山都 町が 有機 JAS における 有機 農 産物の 生産行 程管 理 者 （以 下「有

機 JAS 認証 事業者 」 という 。） 数が 日本一 （2018 年当 時 45 事 業者） であ

ること が判明 した 。  
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山都町 の有機 農業 の 歴史  主な出 来事  

1972 年 (昭和 47 年 )   「三葉会」発足  

（片平地区 10 名  初代代表：片山美代子）  

1973 年 (昭和 48 年 ) 「松葉会」発足  

（三ヶ地区 11 名  初代代表：藤本義雄）  

1975 年 (昭和 50 年 )  

 

「単行本：複合汚染」発売（有吉佐和子著）  

有機農業に取り組んでいる農協として矢部町農協が紹介

される  

1976 年 (昭和 51 年 ) 「日南田会」発足  

（ 15 名  初代代表：佐藤義盛）  

1977 年 (昭和 52 年 ) 第 3 回全国有機農業研究大会が矢部町で開催される

（会場：矢部高校）  

1982 年 (昭和 57 年 )   「御岳会」発足  

（御岳地区 4 名  初代代表：飯星幹治）  

1984 年 (昭和 59 年 ) 「わらびの会」発足  

（ 14 名  初代代表：甲斐長雄）  

1986 年 (昭和 61 年 ) 「御岳農協有機農業研究会」発足  

1990 年 (平成  2 年 )          御岳農協にアイガモ部会発足  

「蘇陽町有機農業研究会」発足  

1992 年 (平成  4 年 ) 「有機農業者を集めた有機農業に関する大会」開催  

（会場：藤乃家）  

1993 年 (平成  5 年 ) 第 33 回熊本県農業コンクールにおいて JA みたけ有機農

業研究会が奨励賞受賞  

1996 年 (平成  8 年 )  「土のめぐみ」発足  

（ 10 名  初代代表：村山信一）  

1997 年 (平成  9 年 ) 「 JA 矢部無農薬茶部会」発足（ 28 名）  

1998 年 (平成 10 年 ) 「清和ミネラル会」発足  

（ 2 名  初代代表：福田幸人）  

2000 年 (平成 12 年 ) 「 JA 清和有機農法研究会」発足  

2002 年 (平成 14 年 )  「 JA 矢部有機農業研究会」発足  

2003 年 (平成 15 年 )  「矢部町有機農業協議会」発足  

（初代代表：田上明）  

2004 年 (平成 16 年 )  有機野菜の学校給食提供が始まる  
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2005 年 (平成 17 年 ) 矢部町、清和村、蘇陽町の合併により山都町誕生  

「山都町有機農業協議会」に改称  

2008 年 (平成 20 年 ) 第 48 回熊本県農業コンクールにおいて山都町有機農業

協議会が最優秀賞受賞  

2010 年 (平成 22 年 ) 

 

第 15 回全国環境保全型推進コンクールにおいて山都町

有機農業協議会が農林水産大臣賞受賞  

2012 年 (平成 24 年 ) 

 

「山都町農産物出荷協議会」発足  

（ 12 名  初代代表：西山幸司）  

2014 年 (平成 26 年 )  

 

「 Aso Gairinzan Organic」発足  

（ 5 名  初代代表：鳥越靖基）  

2016 年 (平成 28 年 ) 「株式会社肥後やまと」設立  

2017 年 (平成 29 年 ) 山都町が県内自治体として初めて「くまもとグリーン農

業推進宣言」を行う  

2018 年 (平成 30 年 ) 

 

山都町有機農業協議会にブランド米部会、こども野菜

塾部会発足  

山都町が有機 JAS 認証事業者数日本一であることが判

明  

2021 年 (令和  3 年 ) 山都町が SDGs 未来都市及び自治体 SDGs モデル事業（全

国 10 都市）に選定  

「みどりの食料システム戦略」（農林水産省）で 2050

年までに耕作面積における有機農業の取組面積の割合を

25％（ 100 万 ha）拡大を目指すことを発表  

学校給食の有機米提供が始まる  
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【 1977 年 11 月 19 日 、 20 日 に 行 わ れ た 第 3 回 全 国 有 機 農 業 研 究 大 会 の 記 事 】  

 

【 山 都 町 有 農 産 物 う ま か も ん 祭 の よ う す 】  
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1-3.山都町の有機農業の現状                        

農林業 センサ スに よ ると 山 都町の 農業 経 営耕地 面積 は 2015 年 に 3,475

ヘクタ ールあ った 経 営耕地 面積 が 2020 年 には 2,958 ヘク ター ル に大 幅に

減少し ている 。ま た 、 経営 農地の ある 農 業 経営 体数 も 2015 年 の 1,893 経

営体か ら 2020 年 に は 1,551 経営体 とこ ちらも 大幅に 減少 し ている 。  

 

  経 営 耕 地 面 積  

2015 年 ①  3,475 ha  

2020 年 ②  2,958 ha  

差 （ ② -① ）  -517 ha 

【 2015 年 と 2020 年 の 農 林 業 セ ン サ ス 経 営 耕 地 面 積 の 比 較 】  

 

  

経 営 耕 地 の あ る

農 業 経 営 体 数  

2015 年 ①  1,893 経 営 体   

2020 年 ②  1,551 経 営 体  

差 （ ② -① ）  -342 経 営 体   

【 2015 年 と 2020 年 の 農 林 業 セ ン サ ス 経 営 耕 地 の あ る 農 業 経 営 体 数 の 比 較 】  

 

2020 年農林業 セン サ スの経 営耕地 面 積 2,958 ヘクタ ール のうち 、 有機 農

業に取 り組ん でい る 経営体 の作付 面積 は 241.5 ヘク タール で ある。 割合か

らする と 8.2％であ る 。  

 また 、有 機 JAS 認 証ほ場 面積は 有 機 JAS 認証機関 への 調査 で 90.2 ヘク

タール （ 2021 年 10 月 1 日 時点 ）であ っ た。 2020 年農 林業 セ ンサス の農業

経営耕 地面積 にお け る 割合 は 3.0%である 。 また 、 国内 にお け る耕地 面積 は

約 442 万 ヘクタ ール 、その うち 有 機 JAS 認証ほ 場の面 積は 約 11,000 ヘク
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タール （2019 年 4 月 時点、 農林水 産省 ホ ームペ ージ） で日 本 国内に 占める

有機 JAS 認証ほ場 面 積の割 合 は 約 0.25％である ことか ら 、 山 都町内 の有機

JAS 認証ほ場 の割 合 は 全国 的に見 ても 高 いと言 える。  

 

有 機 農 業 に 取 り 組 ん で い る 経

営 体 の 作 付 面 積  

有 機 農 業 取 組 割 合  

（ 241.5 ha÷2,958 ha）  

241.5 ha 8.2% 

【 2020 年 農 林 業 セ ン サ ス 有 機 農 業 に お け る 有 機 農 業 取 組 面 積 と 割 合 】  

 

有 機 JAS 認 証 ほ 場 面 積  

（ 2021.10.1 現 在  認 証 機 関 調 査 ）  

有 機 JAS に お け る 取 組 面 積 割 合  

（ 90.2ha÷2,958 ha）  

90.2 ha 3.0% 

【 有 機 JAS 認 証 ほ 場 面 積 と 2020 年 農 林 業 セ ン サ ス の 経 営 耕 地 面 積 と の 割 合 】  

 

 また 、全体 の経 営 耕地面 積と農 林業 経 営体が 大きく 減少 す る中で 、山都

町の有 機 JAS 認証事 業者数 が自治 体単 位 で日本 一が判 明し た 2018 年には

45 事業者 だっ たが、 2021 年には 52 事業 者と有 機農業 生産 者 は増加 してい

る。  

 

  有 機 JAS 認 証 事 業 者 数  

2018 年  45 事 業 者  

2021 年  52 事 業 者  

【 2018 年 と 2021 年 の 有 機 JAS 認 証 事 業 者 数 の 比 較 】  
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第２章  

 山都町有機農業推進計画の策定にあたって  
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2-1.有機農業推進計画策定の趣旨                   

前項に 示した とお り 、 山都 町に は 50 年 ほ どの有 機農業 の歴 史 がある こと

や現在 も 有機 農業 者 が多く 存在す るこ と から「 有機農 業の 町 」とし て知名

度があ り、有 機農 業 を目指 し た新 規就 農 希望者 の問合 せが 多 く、そ こから

農業研 修 生を 受け 入 れ、有 機農業 で 新 規 就農す る 事例 もみ ら れる。  

 2006 年に有 機農 業 の推進 に関す る法 律 が施行 され、 日本 農 林規格 等に関

する法 律（ JAS 法） など有 機農業 推進 の 施策が 実施さ れて き た 中で 、 2021

年に策 定され た 「 み どりの 食料シ ステ ム 戦略」 におい て 2050 年まで に国

内の耕 地面積 に占 め る有機 農業（ 国際 的 に行わ れてい る有 機 農業） の割合

を 25％（100 万ヘク タール ）に拡 大す る ことが 目標と して 掲 げられ た。

（2018 年時 点 0.5％：23,700 ヘク ター ル ）  

また、2021 年 に 山 都 町は 「 有機農 業を 核 とした 有機的 な繋 が りが広 がる

町の実 現 」事 業の 提 案によ り、 自 治体 に よる SDGs の達 成に 向けた 優れた

取り組 みを行 う都 市 として 『SDGs 未来 都 市』 に選定 され 、 併せて 先導的

な取り 組みと して 『 自治 体 SDGs モデル 事業 』（全 国 10 都市 ）に選 定さ

れた。  

このよ うに 、「 みどり の食料 システ ム戦 略 」や「 SDGs（持続可 能な開 発

目標 ）」 に より 有機農 業 が推 進され る中 、「 有機農 業の町  山都町 」とし て 課

題を解 決する ため に は 、有 機農業 者の 経 営向上 や担い 手育 成 を図っ ていく

必要が ある。 また 、 有機農 業を推 進す る ことに より 約 50 年 間 、化学 肥料や

農薬を 軽減し た農 業 を実践 し守っ てき た 農地や 美しい 自然 環 境を次 世代に

繋いで いくこ とや そ の取 り 組みを 拡大 し 、有機 農産物 を社 会 に供給 し続け

ること が重要 であ る 。  

 よっ て、 山 都町 の 有機農 業のさ らな る 振興 を 図るた め、 山 都町有 機農業

推進計 画を策 定す る 。  
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2-2. 有機農業推進計画の役割                        

この計 画は、 山都 町 の有機 農業の 推進 に あたり 、 方向 性や 具 体的な 施策

を示す もので あっ て 、 その 役割は 次の と おり と する 。  

 

1）有機 農業者 の 技 術 と生産 を助け 、有 機 農業に 誰もが 取り 組 める環 境整備

を目指 すこと  

 

2）有機 農業の 推進 に より 地 域の産 業振 興 や地域 振興 に 寄与 す ること  

 

3）各農 業者グ ルー プ や個人 農業者 の繋 が りを深 め「オ ール 山 都」と して計

画に取 り 組み 、 さ ら なる有 機農業 推進 を 目指す こと  

 

4）国・ 県や関 係機 関 に対し て 有機 農業 推 進 の方 向性を 示し 、 それに 基づき

国や県 などの 各種 施 策の実 現を促 進す る こと  

 

 

2-3. 有機農業推進計画の位置づけ                      

有機農 業の推 進に 関 わる法 律、有 機農 業 の推進 に関わ る基 本 的な方 針、

熊本県 有機農 業推 進 計画、 山都町 総合 計 画など を考慮 した 有 機農業 推進計

画を策 定して 有機 農 業振興 を実施 する 。  

 

 

2-4.有機農業推進計画の期間                           

本計画 の期間 は 2022 年（令 和 4 年 ）4 月 から 2028 年 （ 令 和 10 年）3

月まで の 6 年間と す る。  
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 有機農業推進計画の策定方法  
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3-1.有機農業推進計画策定方法の概要                           

有機農 業推進 計画 の 策定に あたっ ては 次 の方法 で計画 策定 を 行 う。  

①  ア ンケー トに よ る有機 農業者 の現 状 や思考 の調査  

 対象 者：有 機農 産 物生産 者 123 名  

 設問 内容： 売上 や 経営面 積など の経 営 状況、 有機農 業経 営 上の問 題点、

有機農 業推進 に対 す る思考 など  

 

②  ヒ アリン グに よ る有機 農業 や 有機 農 産物 の 現状や 思考 調 査  

 対象 者：有 機農 業 関係 者 36 名（ 有機 農 業協議 会 役員 及び 部 会長 、 生産者

グルー プ代表 、 新 規 就農者 、 JA、販売業 者、 飲 食店、 道の 駅 、

消費者 ）  

 設問 内容： 有機 農 業を始 めた経 緯、 有 機農業 の問題 点、 有 機農業 推進へ

の思考 など  

 

③  ワ ークシ ョッ プ による 有機農 業関 係 者の計 画への 意見 聴 取  

 対象 者：有 機農 業 関係者 （有機 農業 協 議会 役 員及び 部会 長 、生産 者グル

ープ代 表、 新 規就 農 者、 JA、販売業 者、 飲食店 、道の 駅 、 地 方

創生ア ドバイ ザー ）  

    議題：山 都町 の 有機農 業の課 題、 山 都町の 有機農 業の 課 題の解 決策  

 

①アン ケート 調査 、 ②ヒア リング 調査 を 基に山 都町の 有機 農 業の問 題や

課題、 有機農 業推 進 に必要 な要素 を洗 い 出し、 ③ワー クシ ョ ップに て①、

②で洗 い出し た事 柄 につい ての解 決策 や アイデ アを話 し合 い 、推進 計画案

を作成 し、ブ ラッ シ ュアッ プし推 進計 画 を策定 する。  
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3-2.計画策定方法のイメージ                             

有機農 業推進 計画 の 策定方 法のイ メー ジ 図を次 に示す 。  
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第４章  

 有機農業推進計画の根拠  

  



22 

 

4-1.アンケート調査、ヒアリング調査で明らかになった現状の課題         

１．水稲について全体経営面積からの有機取組面積、有機 JAS 取組面積の

減少率が高い  

 水稲 栽培に おい て 有機栽 培のハ ード ル が高い と思わ れる 。 アンケ ート、

ヒアリ ングで はア イ ガモ除 草に手 間や 費 用がか かる、 など の 意見が 多い。

アイガ モ除草 以外 の 除草方 法への 取 り 組 みやア イガモ 除草 へ の補助 やサポ

ートを 必要と する 回 答がみ られた 。  

 また 有機 JAS 認証 への取 り組み につ い ては 資 料編 ア ンケ ー ト（37 ペ ー

ジ）「Ⅱ． 今後 の有機 農業取 り組み 意向 に ついて  ６． JAS 認 証  縮 小、受

けない 理由  作物 別 」の設 問の結 果か ら 米が一 番目の 回答 者 につい ては

「後継 者・労 働力 が 不足 」 (4 人 が回答 )、「認証 の費用 が高 い 」 (4 人が回

答 )、「生 産行程 等に 手間が かかる 」 (2 人 が回答 )など の理 由に より有 機認証

JAS 取得のハ ード ル が高い と思わ れる 。「 後継者 ・労働 力不 足 」につ いては

認証に 係る労 働力 が 不足し ている こと 、 後継者 がいな いの で 認証ま で手が

回らな いこと が理 由 と考え る。「認 証に係 る費用 が高い 」に つ いては 、有機

JAS 認証では 面積 規 模が大 きくな るに つ れて取 得費用 が高 く なるの で、面

積を多 く必要 とす る 水稲栽 培は認 証費 用 が高く なるた めで あ ると考 える。

「生産 行程 等 に手 間 が かか る」に つい て は、 認 証に必 要な 事 務処理 や生産

行程管 理まで 手が 回 らない ことが 理由 で ある。  
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手 間 暇 が か か る 割 に は 米 の 価 格 が 安 い 。 価 格 に

手 間 暇 が 反 映 さ れ て い な い 。 ア イ ガ モ だ け で も

100 羽 あ た り ア イ ガ モ 購 入 費 60,000 円 、 エ サ

代 15,000 円 /年 、 処 理 費 70,000 円 ＋ ネ ッ ト

代 、 小 屋 代 な ど の 資 材 費 で 合 計 200,000 円 /年

か か る 。  

ア イ ガ モ の 手 間 が 米 の 価 格 に

反 映 さ れ て い な い  

ア イ ガ モ の 経 費 が か か る  

以 前 は ア イ ガ モ で 水 田 の 除 草 を し て い た が 、  

ア イ ガ モ に 手 間 が か か る こ と や キ ツ ネ な ど の 外

敵 に 襲 わ れ 被 害 が 出 た た め 、 今 は 機 械 除 草  

（ 共 同 機 械 ） を し て い る 。  

ア イ ガ モ の 手 間 が か か る  

ア イ ガ モ が 外 敵 か ら 狙 わ れ る  

【 有 機 水 稲 栽 培 農 家 へ の ヒ ア リ ン グ 結 果 】  

 

 

【 有 機 水 稲 栽 培 農 家 の 有 機 JAS 認 証 を 縮 小 す る 、  

受 け な い こ と を 考 え て い る 理 由  ア ン ケ ー ト 結 果 】  

①後継者・労

働力が不足

37%

②生産行程等に

手間がかかる

18%

④認証に係る

費用が高い

36%

⑤メリットが

少ない

9%
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２．野菜を栽培する経営体の売上金額が高く、経営が安定しているため規

模拡大志向が高い  

資料編 アンケ ート （16 ページ ）「Ⅰ． 有機 農業経 営の現 状に つ いて  7.

全体売 上金額 つい て 」につ いて、 他作 物 より野 菜の方 が面 積 あたり の売上

金額が 高い。 また 、 経営面 積につ いて も 全体面 積から 有機 取 組面積 、有機

JAS 取組面積 の減 少 率が他 作物よ りも 低 い。  資料 編 ア ンケー ト （27 ペ ー

ジ）「Ⅱ． 今後 の有機 農業取 り組み 意向 に ついて １．取 組面 積 規模に つい

て  」 の設問 にお い て、野 菜が一 番目 の 経営体 は「増 やし た い」「条件 が合

えば増 やした い」 の 回答が 多かっ た。 野 菜栽培 の経営 体は 経 営が安 定して

いるこ とから 規模 拡 大志向 が高い こと が わかっ た。 資 料編 ア ン ケー ト （28

ページ ）「 Ⅱ． 今後の 有機農 業取 り 組み 意 向につ いて  ２ ．取組 面 積を 増や

すのに 必要な 条件  全体」 おいて は「 労 働力の 確保 」、「新 た な農地 の確

保」を 回答し てい る 割合が 高い。  

 

  全体経営売上  

 （単位：万円）  

うち有機売上  

 

うち有機 JAS 売上  

水稲  3,960  2,287  1,230  

野菜  19,673  16,627  15,053  

果樹  189  76  0  

茶  2,315  2,175  375  

その他  1,630  130  50  

合計  27,767  21,295  16,708  

【 ア ン ケ ー ト 設 問 の 売 上 金 額 に つ い て の 回 答 の 金 額 合 計 】  
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【 有 機 野 菜 栽 培 農 家 の 取 組 面 積 規 模 に つ い て の ア ン ケ ー ト 結 果 】  

  

①増やしたい

26%

②条件が整えば

増やしたい

32%

③維持したい

37%

④減らしたい

5%
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３．有機農業への取り組みに意欲のある経営体の割合が高い  

資料編 アンケ ート （26 ページ ）「Ⅱ． 今後 の有機 農業取 り 組 み 意向に つい

て１． 取組面 積規 模 につい て  全 体  」 の設問 におい て、 規 模拡大 の意向

のある 経営体 が 33%、面積 維持の 意向 の ある経 営体 が 45%で合わせ て 78％

を占め る。後 継者 、 労働力 不足の 問題 の ある中 に規模 維持 、 拡大の 意向の

ある経 営体が 多く み られ、 有機農 業の 取 り組み に意欲 のあ る 経営体 の割合

が高い 。  

 また 、資料 編 ア ン ケ ート （34 ペ ージ ）「Ⅱ． 今後の 有機 農 業取 り 組み意

向につ いて  ５． 有 機認証 につい て  全 体  」 も継続 して 受 ける (面積を 拡

大した い） 38%、継 続して 受ける （面 積 を維持 したい ） 46%で合わ せて

84%を占め て い る。 このこ とから も有 機 農業生 産への 取 り 組 みに意 欲のあ

る農業 者 の割 合が 高 い。  

 

 

 

【 有 機 栽 培 経 営 面 積 の 今 後 の 取 組 面 積 規 模 に つ い て の ア ン ケ ー ト 結 果 】  

 

①増やしたい

13%

②条件が整えば

増やしたい

20%

③維持したい

45%

④減らしたい

14%

無回答

8%
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【 有 機 JAS 認 証 面 積 の 今 後 の 取 組 面 積 に つ い て の ア ン ケ ー ト 結 果 】  

 

  

①継続して受け

る(面積を拡大

したい）

38%

②継続して受け

る（面積を維持

したい）

46%

③継続して受け

るが面積の縮小

を考えている

5%

④今後、認証を受けない

ことを検討している

11%
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４．有機 JAS 認証取得のハードルは認証に係る手間がかかるの割合が高

い。  

資料編 アンケ ート （40 ページ ）「Ⅱ． 今後 の有機 農業取 り組 み 意向に つ

いて  ８． JAS 認証 困難な 理由  全体 」 の設問 におい て生 産 行程等 に手間

がかか る 25％ 、申請 手続き に手間 がか か る 25％で 合わ せて 半 数（50％）

が有 機 JAS 認証の 取 得困難 な理由 とし て 有機 JAS 認証に手 間 がかか ること

を挙げ ている 。有 機 取組面 積から 有 機 JAS 取組面積 の減 少率 (33.8%)が高

いこと から栽 培方 法 は有機 だが、 有 機 JAS 認証まで 至ら ない 経営体 が多く

みられ る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 有 機 JAS 認 証 取 得 困 難 な 理 由 の ア ン ケ ー ト 結 果 】  

 

  

②生産行程管

理等に手間が

かかる

25%

③申請手続き

に手間がかか

る

25%

④認証に係る

費用が高い

21%

⑥メリットが

少ない

9%

①営農方法、

農地等が要件

を満たさない

8%

⑦その他

8%

⑤有機JAS制度の内容

を理解するのが難しい

4%
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５．有機農業推進に必要な方策は多岐にわたって求められている  

資料編 アンケ ー ト （42 ページ ）「Ⅱ ． 今後 の有機 農業取 り組 み 意向に つ

いて  ９．有 機農 業 推進に 必要な 方策 の 設問」 におい て有 機 農産物 の販路

拡大に 向けた 取り 組 み 21%、誰もが 有機 農業に 取り組 める 生 産技術 の普及

15%、有機 農業 での 就農希 望者、 新規 就 農者の 確保 14%、有 機 JAS 認証 取

得・申 請に関 する 支 援 13%などと多 くの 項目に わたっ ての 回 答が多 い。ヒ

アリン グにつ いて も 対象者 から様 々な 項 目の意 見が挙 げら れ た。ア ンケー

ト回答 者、ヒ アリ ン グ対象 者の有 機農 業 推進に 必要だ と求 め れてい る項目

は多岐 にわた って い る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 有 機 農 業 推 進 に 必 要 な 方 策 の ア ン ケ ー ト 結 果 】  

  

②有機農産物の販路

拡大に向けた取り組

み

21%

①誰もが有機農

業に取り組める

生産技術の普及

15%

⑤有機農業での就農希望者、新規就

農者の確保

14%

⑥有機JAS認証取

得・申請に関す

る支援

13%

⑦消費者に有機

農業（農産物）

を理解させる取

り組み

12%

③流通コスト削

減に向けた取り

組み

7%

⑨その他

7%

⑧有機農業者のネットワーク化の

推進(情報交換できる関係構築)

6%

④機械化及びICT技術の導入支援等、省

力・効率化に向けた取り組み

5%
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4-2.ワークショップであげられた有機農業推進のアイデア          

アンケ ート調 査、 ヒ アリン グ調査 の結 果 から導 き出し た次 の 課題を 中心

に議論 してい ただ い た。  

1.販路 拡大・ 町内 販 売につ いて  

2.有機 米につ いて  

3.有 機 JAS につい て   

4.有機 農業の 拠点 作 り  

5.後継 者育成 につ い て  

6.その 他のこ とで 課 題と思 ってい るこ と  

 

それぞ れの 議 題に つ いての 問題点 や課 題 からそ れぞれ の解 決 策を話 し合

い有機 農業推 進の ア イデア を出し てい た だいた 。ワー クシ ョ ップで 出た有

機農業 推進の アイ デ アは次 の とお り で あ る。  
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この有 機農業 推進 の アイデ アを分 析し 、 必要施 策ごと に分 類 分けし たも

のを以 下の表 に示 す 。必要 な施策 につ い ては「 有機農 業の 拠 点づく り」「人

材育成 」「 新規 就農・ 後継者 育成 」「 有機 JAS 取得推 進」「販 路 拡大・ 町内

販売の 推進 」「 有機米 生産へ の支援 」「 PR 活動 」「そ の他 」つい て分類 分け

ができ る。  

 

必要施策の分類分け ワークショップであげられた有機農業推進のアイデア 

有機農業の拠点づくり 

一つ大きな拠点（情報、取引先、観光客、農業希望

者など） 
道の駅を中心にシンボル化  
有機に限らず拠点作りの応用  
集荷場、パッケージセンター 
千葉の有機の町、先進地へ視察研修  
コッコファームの視察  
トヨタウン構想に学ぶ SDGｓの解釈  

人材育成  

先進モデルの視察（町と一緒にやっているアスパラ農

家） 
規模拡大のため農業経営者育成  
経営を含めた指導  
環境に負荷をかけず循環型農業  
資材、燃料費高騰  
品目の選定（サトイモなど）産地化  
全体の目標を設定する（みんなでハワイへ） 

新規就農・後継者育成  

受入体制の構築  
生産者受入れ側の準備（環境・情報・生産者の顔） 
来る方への安心感（手厚い支援） 
家や倉庫→空家の優遇  マッチング 
売上 1,000 万円プレーヤーの育成  

有機 JAS 取得推進  

JAS 取得費用の 3/4 の補助  
有機 JAS 費用全額補助  
全員の有機 JAS 取得  
有機 JAS 簡素化  
有機で使える技術の開発  
書類の簡素化（代行＋スマホシステム） 
JAS アプリ←年配の方  

 

 

販路拡大・町内販売の推進  

 

道の駅に有機 JAS 専門を作る 
道の駅＋JA の販売所  
町民が有機の町を知らない 
農家の力量を見て町外へアピール展開  
販売戦略  
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販路拡大・町内販売の推進  

高く売る努力  
品数によってはアラカルトを組める 
来年も作る意欲  
技術と生産力アップ 
消費者理解  
学校給食 PR 

有機米生産の支援  
ブランディング 
裏作による所得アップ 

PR 活動  
全国 No.1 を PR 
グッズを作る、旗を作る、ステッカーを作る 
有機問い合わせ連絡先の記入（ステッカーなど） 

その他  
慣行も有機も幸せになるために 
難民の受け入れ 

 

 

【 ワ ー ク シ ョ ッ プ 話 し 合 い の よ う す 】  

 

【 ワ ー ク シ ョ ッ プ 解 決 策 ア イ デ ア 共 有 の よ う す 】  
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4-3.アンケート調査、ヒアリング調査、ワークショップのまとめ          

 アン ケート 調査 、 ヒアリ ング調 査 、 ワ ークシ ョップ によ る 課題や アイデ

アを分 析した 結果 、 山都町 におけ る有 機 農業推 進につ いて は 次の取 り組み

が必要 である 。  

 

１．新 規就農 者確 保 及び人 材育成  

 アン ケート 調査 、 ヒアリ ング調 査、 ワ ークシ ョップ にお い て後継 者不

足、担 い手不 足の 問 題が 多 く挙げ られ た 。 また 、有機 農業 経 営を継 続する

ために 新規就 農者 や 既存農 業者の 経営 能 力向上 が必要 であ る 。  

 

２．有 機 JAS 認証の サポー ト 及び 有 機 JAS 認証費補 助  

有 機 JAS 認 証 を 取 得 及 び 継 続 す る た め の ハ ー ド ル を 下 げ る た め の 支 援 と し

て 、 有 機 認 証 の 生 産 行 程 管 理 や 申 請 な ど を サ ポ ー ト す る 窓 口 や 機 関 の 設 置 が 必

要 で あ る 。  

また、 認証費 の補 助 につい ても面 積規 模 が大き い農業 者は 認 証費用 が高

額にな ってい るた め 、 有機 認証費 補助 制 度につ いて見 直し の 検討 が 必要で

ある。  

 

３．有 機水稲 栽培 へ の支援  

 山都 町にお いて 有 機水稲 栽培 に 取り 組 む農業 者及び 有 機 JAS 認証事業 者

は多い 。有機 農業 に よる水 稲栽培 の 取 り 組みか ら有 機 JAS 認 証を受 けた 取

り組み へと移 行す る 農業者 を増や すた め には、 生産の 問題 と し て挙 げられ

ている アイガ モ除 草 へのサ ポート や支 援 が必要 である 。有 機 水稲栽 培の手

間を軽 減する こと で 、多く の生産 者が 有 機 JAS 認証 を受け た 水稲栽 培への

取り組 みへ と 移行 し 、有 機 JAS 認証事 業 者が増 える こ とが 期 待され る 。  

 

４．総 合的な サポ ー トを行 える施 設や 人 材の整 備  

 アン ケート やヒ ア リング 結果に おい て 、 農業 者が 求 めて い る 有機 農業推

進に必 要とし てい る 施策は 様々で 多岐 に わたっ ている 。経 営 体は栽 培品目

や規模 によっ ても 様 々であ るため 、総 合 的なサ ポート が行 え る施設 や人材

を整備 し、 有 機農 業 者 を総 合的に サポ ー トする 体制が 必要 で ある。  
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５．有 機農業 者 へ の 支援 及 び販路 拡大  

有機農 業者が 生産 や 経営に ついて 気軽 に 相談で きる体 制づ く りとし て、

未耕作 の有機 ほ場 を 把握し て希望 者に 紹 介する 仕組み や、 各 種補助 制度や

融資制 度につ いて 相 談する 窓口の 設置 な ど有機 農業者 の支 援 を行う 体制が

必要で ある。  

特に規 模拡大 を目 指 す農業 者には 自主 的 な経営 努力を 引き 出 すため 、農

業経営 セミナ ーな ど を実施 して農 業経 営 者の育 成を図 るこ と が重要 であ

る。ま た、有 機農 業 者が安 心して 生産 で きるた めに販 路を 拡 大する ことが

必要で ある。  

 

６．学 校給食 の拡 大 、町内 での有 機農 産 物販売 ・利用  

 2021 年から 始ま っ ている 学校給 食へ の 有機米 提供 の 拡大 の 意見が ヒアリ

ング調 査やワ ーク シ ョップ にて挙 げら れ ていた 。環境 に配 慮 した 有 機農産

物を子 供達に 食べ さ せたい という 要望 が 多い。 また、 有機 農 産物が 町内で

購入で きない 、飲 食 店で食 べるこ とが で きない という 意見 も 挙げら れた。

町内で 有機農 産物 が 手に入 りやす い環 境 整備が 必要で ある 。  

 

以上、 アンケ ート 調 査 及び ヒアリ ング 調 査 並び に ワー クシ ョ ップ の 分析結

果によ り 、山 都町 の 有機農 業推進 計画 を 策定す る。  
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第 5 章  

 山都町有機農業推進計画  
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5-1.有機農業推進計画の施策の内容                     

 有機 農業の 推進 計 画の施 策とし て 、 下 記を計 画の施 策の 内 容とす る。  

 

１）新 規就農 者・ 後 継者の 育成及 びサ ポ ート  

 

２）有 機 JAS 認証 の 支援  

 

３）有 機米生 産へ の サポー ト体制 の整 備  

 

４）有 機農業 の拠 点 づくり  

 

５）販 路拡大 へ向 け た取り 組み  

 

６）学 校給食 の有 機 農産物 利用拡 大  

 

７）町 内での 有機 農 産物の 販売・ 利用 拡 大の取 り組み  

 

８）「有機 農業 の町山 都町」 の PR 活動  
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1）新規就農者・後継者の育成及びサポート  

 

 新規 就農者 ・後 継 者の育 成及び サポ ー トを行 ってい く。  

 

○新規 就農者 の受 入 れ体制 の充実 ・強 化   

 新規 就農者 の受 け 入れに ついて は、 農 業研修 制度の 活用 や 山の都 地域し

ごとセ ンター と連 携 し 、空 き家バ ンク 物 件など 農家向 けの 住 宅の紹 介や移

住農業 者の紹 介な ど を行う 。農地 の紹 介 につい ても該 当地 区 の農業 者や農

業委員 会と連 携し て 行って いく。  

 

○新規 就農者 及び 後 継者へ の技術 指導  

 新規 就農者 、後 継 者に対 し認定 指導 員 による 技術指 導 の サ ポート を実施

する。  

 

 

 

 

 

 

【 農 業 研 修 生 募 集 ポ ス タ ー 】       【 農 業 研 修 の よ う す 】  
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2）有機 JAS 認証の支援  

 

 有 機 JAS 認証取 得 への補 助への 強化 を 行って いく。  

 

○有 機 JAS 認証費 用 補助金 補助率 の見 直 し  

 既存 の有 機 JAS 認 証費用 補助金 の補 助 率の見 直しを 行い 、 有機 JAS 認証

事業者 の認証 継続 、 規模拡 大に貢 献す る 。  

 

○有 機 JAS 認証継 続 、新規 取得へ 向け た 実務サ ポート  

 有 機 JAS 認証取 得 に向け た書類 整備 等 の実務 サポー トを 行 い、有 機 JAS

認証事 業者の 継続 や 新規取 得者の 増加 を 目指 し 、有 機 JAS 認 証ほ場 面積の

拡大を 図る 。  

 

 

 

 

 

【 有 機 JAS マ ー ク 】  
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3）有機米生産へのサポート体制の整備  

 

 山都 町にお いて 有 機栽培 面積が 広く 、 収益性 の低い 有機 水 稲栽培 に対し

てサポ ートを 行う 。 有機米 栽培 農 業者 へ の労力 軽減の サポ ー トや新 規 就農

者や既 存 農業 者 へ の 技術指 導を行 って い く。  

 

○労力 軽減の サポ ー トや新 規 就農 者 や 既 存 農業 者 への 技術 指 導  

 除草 作業な ど労 力 が多く かかる 部分 へ の新技 術導入 や現 状 の改善 のサポ

ートを 行う。 また 、 有機水 稲栽培 体系 を 確立す ること によ り 、 新規 就農者

や慣行 栽培水 稲農 家 も含め た既存 農業 者 への有 機水稲 栽培 技 術を指 導し、

有機米 生産者 及び 栽 培面積 の 増加 につ な げる。  

 

○有機 米販売 の強 化  

 有機 米の販 路拡 大 や売り 先拡大 に向 け た販売 を強化 する 。 販売価 格の向

上や売 り先の 多角 化 を目指 す。  

 

 

【 ア イ ガ モ 水 稲 栽 培 の よ う す 】  
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4）有機農業の拠点づくり  

 

 １） ～３） を 実 施 する 山 都町の 有機 農 業推進 の核と して 、 有機農 業施策

の推進 や農業 者を サ ポート する「 有機 農 業サポ ートセ ンタ ー （仮称 ）」（以

下「サ ポート セン タ ー 」と いう 。） を設置 する。  

 

〇サポ ートセ ンタ ー の役割  

 有機 農業推 進 施 策 のサポ ート に つい て は有機 農業技 術の 確 立、農 地や収

穫量な どのデ ータ 収 集など を行い 、 有 機 農業技 術の普 及や 山 都町の 有機農

業関連 のデー タの 分 析や技 術を蓄 積し 活 用して いく。 農業 者 のサポ ートに

ついて は有 機 JAS 取 得に向 けたサ ポー ト 、有機 生産技 術 の ア ドバイ ス、慣

行農家 の有機 農業 へ の取 り 組みの サポ ー トなど を行う 。  

また、 有機農 業の 指 導員と なる人 材の 育 成を行 い、認 定指 導 員と し て有

機農業 の技術 指導 な どを行 う。  

 山都 町で実 施さ れ る各有 機農業 推進 事 業をサ ポート し、 有 機農業 推進施

策の中 心とな る拠 点 づくり を目指 して い く。  

 

○サポ ートセ ンタ ー 設置に 向けた 計画 、 検討、 試行  

 １． 先進地 視察  

 有機 農業を 町ぐ る みで取 り組ん でい る 先進地 への視 察を 行 い、サ ポー

トセン ターの 業務 内 容や山 都町の 有機 農 業施策 策定の 参考 と する。  

 

 ２． サポー トセ ン ター業 務内容 の設 定  

 先進 地視察 や山 都 町有機 農業協 議会 な どの関 係各所 とサ ポ ートセ ンタ

ーの業 務内容 を検 討 し、設 定する 。  

 

 ３． サポー トセ ン ターの 試行運 営及 び 検証  

 設定 したサ ポー ト センタ ーの試 行運 営 を行い 、成果 につ い て検討 し令

和 6 年 度の 本稼働 に 向けた 準備を 行う 。  
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○認定 有機農 業指 導 者の設 置  

 農業 経験者 や有 機 農業有 識者な ど 有 機 農業 の 技術指 導や 栽 培技術 の研究

開発に 相応し い人 材 を選定 し、認 定有 機 農業指 導員と して 設 置する 。 有機

農業者 への技 術 指 導 や 新技 術を含 めた 栽 培体系 の整備 など を 行う。  

 

○サポ ートセ ンタ ー の業務  

１．有 機農業 の研 究 機関と しての 業務  

  有 機農業 の作 目 ごとの 栽培体 系の 整 備を目 的とし た調 査 研究を 行う。  

 

２．有 機農業 の指 導 や 有 機 JAS 認証 支 援 の業務  

 新技 術を含 めた 有 機農業 の技術 的指 導 を行う 。また 、有 機 JAS 認証の

取得や 継続へ の助 言 や支援 などを 行う 。  

 

３．有 機農業 者 ・ 後 継者 の 人材育 成の 業 務  

 新規 就農者 、 後 継 者及び 既存農 業者 な どに対 して講 座や 実 演会を 開催

し、有 機農業 者の レ ベルア ップに 向け た 業務を 行う。  

  

 ４． 有機米 生産 へ のサポ ート業 務  

 除草 作業な ど労 力 が多く かかる 部分 へ の新技 術導入 や現 状 の改善 のサポ

ートを 行う。 また 、 新規就 農者や 慣行 栽 培水稲 農家も 含め た 既存 農 業者へ

の有機 水稲栽 培技 術 を指導 する。  
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5）販路拡大へ向けた取り組み  

 

 有機 農産物 の販 路 拡大に 向けた 取り 組 みを推 進する 取 り 組 みを実 施す

る。  

 

○販売 促進を 目的 と したイ ベント の開 催  

 山都 町有機 農業 協 議会と 連携し て 販 売 促進へ 向けた イベ ン トの開 催を企

画し実 施する 。  

 

○加工 品の開 発に む けた商 談の支 援   

 企業 との連 携加 工 品の開 発の商 談等 を 支援す る。  

 

 

 

【 山 都 町 農 産 物 の 販 売 促 進 イ ベ ン ト の よ う す 】  
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６）学校給食の有機農産物利用拡大  

 

 学校 給食の 有機 農 産物利 用拡大 を進 め ていく 。  

 

○有機 米の学 校給 食 利用の 推進拡 大  

 山都 町有機 農業 協 議会学 校給食 部会 を 中心に 令和 3 年度 よ り始ま ってい

る有機 米の学 校給 食 への利 用率の 増加 を 継続し て目指 して い く。  

 

○有機 野菜の 学校 給 食利用 の推進  

 有機 野菜に つい て も利用 率の増 加を 目 指して いく。  

 

 

【 山 都 町 の 学 校 給 食 の よ う す 】  
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7）町内での有機農産物の販売・利用拡大の取り組み  

 

 町内 での有 機農 産 物販売 や利用 の拡 大 を推進 する取 り組 み を実施 する。  

 

○道の 駅での 有機 農 産物の 販売   

 道の 駅での 有機 農 産物コ ーナー の設 置 を行い 町内で 有機 農 産物が 購入で

きるよ うな環 境づ く りを進 める。  

 

○町内 飲食店 での 有 機農産 物利用  

 町内 飲食店 への 有 機農産 物調達 環境 を 整え、 町内で の有 機 農産物 の消費

拡大を 進める 。  

 

 

 

【山都 町の道 の駅 】  
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８）「有機農業の町  山都町」の PR 活動  

 

 SDGs 事業 とも連 携し慣 行農家 の有 機 農業、環境保 全型 農 業への 参入へ の

町内向 けの普 及啓 発 を行い つつ、イベ ン ト での 宣伝 、SNS など媒体 の活用 、

就農イ ベント によ る 担い手 募集 、PR 動画 などを 活用し 、持 続 可能な 農業生

産を行 ってい る有 機 農業の 町とし て全 国 的な PR 活動を して いく。  
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5-2.有機農業推進計画の行程                        

有機農 業推進 計画 の 2022 年度（ 令和 4 年 度）～2027 年度（ 令 和 9 年 度）

までの 行程を 以下 の とおり 実施す る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本稼働  
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5-3.有機農業推進計画の各計画の 6 年後に目指すべき姿                     

 有機 農業推 進計 画 の各計 画項目 の 6 年 後（令 和 9 年 度）に 目 指すべ き姿 と

所管を 下記表 に示 す 。  

 

計画の項目 6年後に目指すべき姿 所管

新規就農者を3名/年受入れる体制の整備

新規就農者及び後継者への技術指導の体

制の整備

山都町

山都町

山都町有機農業協議会

３）有機米生産へのサポー

ト体制の整備

有機米生産技術の向上、売り先の多様化

有機米生産者数15経営体増

山都町　JA

山都町有機農業協議会

１．先進地視察

２．サポートセン

ター業務内容の設定

３．サポートセン

ターの試行運営及び

検証

生産者への指導、助言ができる

体制の整備

山都町

山都町有機農業協議会

イベントの定期的な開催の支援

体制の整備

山都町

山都町有機農業協議会

加工品の製造販売
山都町

山都町有機農業協議会

有機米利用率100％
山都町 　PTA

山都町有機農業協議会

有機野菜利用率100％
山都町　PTA

山都町有機農業協議会

道の駅4カ所での販売
山都町

山都町有機農業協議会

利用推進体制の整備

３店舗で有機農産物の利用メニュー販売

山都町

山都町有機農業協議会

山都町飲食業組合

８）「有機農業の町山都

町」のPR活動
町内、県内、全国的な認知度向上

山都町

山都町有機農業協議会

○「有機農業の町山都町」のPR活

動

令和6年度本稼働開始

運営体制の構築

設定した業務内容の実施

有機農業の拠点としての機能的運営

６）学校給食の有機農産物

利用拡大

○有機米の学校給食利用の推進拡

大

○有機野菜の学校給食利用の推進

７）町内での有機農産物の

販売・利用拡大の取組み

○道の駅での有機農産物の販売

○町内飲食店での有機農産物利用

４）有機農業の拠点づくり

○サポートセ

ンター設置に

向けた計画、

検討、試行

○認定有機農業指導者の設置

５）販路拡大へ向けた取り

組み

○販売促進を目的としたイベント

の開催

○加工品の開発にむけた商談の支

援

１）新規就農者・後継者の

育成及びサポート

○新規就農者の受入れ体制の充

実・強化

○新規就農者及び後継者への技術

指導

２）有機JAS認証補助強化

○有機JAS認証費用補助金補助率の

見直し

○有機JAS認証継続、新規取得へ向

けた実務サポート

有機JAS取得事業者の継続、新規取得者の

取得支援体制の整備

新規有機JAS取得事業者15経営体

山都町

山都町有機農業協議会

山都町地域担い手育成

総合支援協議会

山都町

山都町有機農業協議会

計画の内容

○労力軽減のサポートや新規参入

者や既存農家への技術指導
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5-4.有機農業推進計画の数値目標                       

有機農 業 に取 り組 む 農業者 の増加 及び 有 機農業 面積の 拡大 を 図るた め、次

のとお り目標 を設 定 し、目 標年次 まで の 達成を 目指し て取 り 組んで いく。  

 

【有機 農業推 進計 画 の数値 目標】  

  

  

  

確認方法  

基準  中間目標  目標  

2021 年度  

(令和 3 年度 ) 

2024 年度  

(令和 6 年度 ) 

2027 年度  

(令和 9 年度 ) 

有機農業  

取組面積  

有機農業の推

進状況調査及

び取組面積等

実態調査  

118.2 

ヘクタール 

(3.9％) 

212.7 

ヘクタール 

(7.2％) 

307.3 

ヘクタール 

(10.4％) 

有機 JAS 

認証面積  

認証機関への 

調査  

90.2 

ヘクタール 

（3.0％） 

162.3 

ヘクタール 

（5.4％） 

234.5 

ヘクタール 

（7.9％） 

有機農業に

取り組んでい

る経営体数  

農林業センサス

数値  

194 経営体  

（12.5％） 

201 経営体  

（13.0％） 

209 経営体  

（13.5％） 
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5-5.有機農業推進の体制                          

本計画 の推進 体制 を 以下の 図に示 す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

熊本県  

有機農業  

サポートセンター（仮称）  

有機農業協議会  

技

術

提

供  

販売業者  

各生産者グループ  

山都町  

連

携  

相

談

・

報

告  

道の駅  

連

携  

連

携  

連 携  

協 力  

連 携  

農林水産省  

九州農政局  

連 携  

JA かみましき  

JA 阿蘇  

連

携  

生産者  

新規就農者  慣行農業者  

指

導

・

技

術

支

援  

事

業

支

援  

有

機

J

A

S

支

援  

山の都地域  

しごとセンター  

山都町飲食業組合  
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5-6.本計画の見直し                            

 本計 画 の詳 細事 業 は計画 期間中 にお い ても適 宜見直 し、修 正して いく。計

画の全 体につ いて は 計画期 間後に 事業 の 成果な どを踏 まえ 、5 年ごと に見直

しして いくも のと す る。

  



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 


